
（様式７） 

企画提案書① 

１ システムの比較検討の妥当性 

港区における現在の電波状況と将来的に変動する電波状況を考慮の上、従来システムより機能の改善が見

込まれ、将来的に想定される状況に対して対応可能なシステムを比較検討し、提案してください。【主な評

価項目：現状把握、将来環境・拡張性配慮、運用持続性、災害冗長性】 

１．現状把握について 

●同報系（親局：1 局（副局有り）1 局／屋外拡声子局：120 局／戸別受信機 210 台） 

区の同報系防災行政無線について、以下の課題等への対応が必要と認識しております。 

（１）老朽化 

・ 導入から約 18 年が経過しており、老朽化による故障等の懸念 

（２）未音達エリア 

・ 高層ビルの増加に伴う電波不感エリアの発生による未音達エリア発生（青山・赤坂エリア等） 

・ 同じく、高層ビルの増加による音声遮断や反響（エコー）による音達不良の増加 

（３）周辺環境 

・ 高層ビルの増加に伴う電波不感地帯の発生および反響等による音達不良 

・ 同じく、高層ビルの増加に伴う親局(港区役所)から副局(みなとパーク芝浦)へ切替時の通信品

質の不安定化の懸念 

（４）複数言語（外国語） 

 ・ 多くの外国人ビジネスマンやインバウンド来日観光客に対する災害時の情報の正確な伝達 

 

●移動系（半固定（FAX 付有）118 局／携帯局 21 局／車載局 13 局） 

区の移動系防災行政無線について、以下の課題等への対応が必要と認識しております。 

（１）老朽化、未音達エリア、周辺環境 

・ 同報系と同じく、老朽化による故障や、高層ビルによる未音達や反響による音達不良の懸念 

（保守点検時等において複数拠点で通信不良の報告があるとお聞きしております。） 

（２）FAX 通信 

  ・ FAX 受信まで時間が掛かり、気づきの問題等から他自治体で更新時に廃止している例も有 

（３）操作性 

  ・ 特に携帯型のプレストーク等機能に関しては日常的に使い慣れていない 

（５）安定性 

  ・ 同報系と異なり、携帯型や可搬型、車載機は区内での移動時の通信の安定性に懸念 

※同報系・移動系の電波伝搬シミュレーションを「補足資料①－1，①―２」として提示  

２．将来環境や拡張性等への配慮 

●共通事項 

 調査・検討及び設計にあたり、幅広く多くの事業者からの情報提供が必要です。当財団では、国内８

社の防災行政無線製造メーカー含む多くの防災関連システム・サービス提供事業者が賛助会員のた

め、幅広い情報収集の他、公平性・中立性を担保することが可能です。※補足資料② 

 

●同報系 

今後も都市開発等により電波環境の変動が想定されます。前述の課題等への対応案を整理します。 



（１）老朽化への対応 

・ 自営無線網の他、IP 網等の民間の通信網を含めた複数パターン比較で更新検討 

※補足資料③－１，③－２ 

・ 子局設置用鋼管柱等の再活用の検討、合わせて塩害等に対する腐食調査を実施 

※補足資料④－１，④－２ 

（２）未音達エリア・周辺環境変化への対応 

 ・ ３D 音達（建物の影響）含めた音達シミュレーションと、現地での音量（圧）調査 ※補足資料⑤ 

・ 同報系システムと地域災害情報システム（EYE-Bousai）との連携による多メディア配信連携 

（３）複数言語への対応（高齢者や子供含む） 

・ AI を活用し「やさしい日本語」に自動変換した放送、及び既設メール、SNS（X）、防災ポータルサ

イト等の多言語サービスとも連携 

 

●移動系 

同報系同様、前述の課題等への対応案として整理します。 

（１）老朽化、未音達エリア、周辺環境への対応 

・ 同報系との統合含め、自営網の他、IP 通信等を含めた複数パターン比較で更新検討 

（２）FAX 通信 

  ・ タブレット端末の導入等、文字だけでなく音声や画像等データの活用 

（３）操作性 

  ・ 日常利用しているスマートフォン型操作端末の導入 

（５）安定性 

  ・ IP 通信での同報系との連携や衛星通信網の活用 

３．運用の持続性に向けた対応 

 同報系、移動系ともに以下の運用持続性に向けた対応検討を実施します。 

（１）システム保守、定期点検※補足資料⑥ 

 ・ 他自治体事例を基に、適正な保守契約内容や機器等の点検項目を整理 

（２）コスト検討 

 ・ 上記、保守定期点検の適正な費用、バッテリ等の消耗品の長期運用や交換時期、コスト整理 

（３）通信基盤の持続性評価 

 ・ 同報系、移動系システムで運用する通信基盤の自営、民営でのメリット、デメリット比較 

 ・ 災害時等における運用信頼性評価と複数運用による冗長化、コストの評価 

４．災害の冗長性に対する対応 

 同報系、移動系ともに以下の災対時における冗長性に対する対応検討を実施します。 

（１）通信網 

 ・ 本庁舎～総合支所間の冗長回線として既設衛星通信網の活用（Starlink）※補足資料⑦ 

 ・ 中継局として六本木ヒルズ屋上を活用した電波伝搬状況の改善 

 ・ NTT docomo が都内 5 か所（1 か所は港区）整備している大ゾーン基地局活用※補足資料⑧ 

（２）システム 

 ・ 可搬型親局システムによる可用性の確保 

 ・ 単一システムによる障害や停止を排除する「ハイブリッド型防災行政無線システム」も含め検討 

※ 印刷はＡ４サイズとしてください。文字のサイズは原則として 11 ポイント以上とします。  



（様式８） 

企画提案書② 

２ 災害時情報伝達手段と防災行政無線の連携の適切性 

現在運用の災害時情報伝達手段と更新する防災行政無線について、新たなシステムの連携方法を提案し

てください。【主な評価項目：役割分担整理、情報フロー設計】 

１．役割分担の整理について 

●共通事項 

 災害時等における情報の流れを、「収集」・「管理／共有／分析」・「配信」で整理します。 

 防災行政無線（同報系・移動系）は、同報系は情報の「配信」、移動系は情報の「収集」が中心ですが、共有

と配信（連携）にも運用します。また、情報の「管理／共有／分析」は「地域災害情報システム（EYE-

Bousai）」が担うため、これらの連携において、情報のボトルネックを発生させない設計を行うことが大

切です。 

 以下は、情報の流れのイメージ図です。過去の経験から情報の収取時、情報の配信時において「判断」を

伴う処理で「情報のボトルネック」が発生しやすくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●同報系 

区民を中心に、各情報伝達（配信）手段としての役割を担います。 

（１）区民等（来区者含）に、屋外拡声放送、戸別受信機、防災ラジオ等、音声放送が主体（防災情報メール等

テキスト配信連携有） 

（２）一斉情報配信システムと IP 網との連携により、以下のデータ配信も直接可能 

・ 防災ポータルサイト／防災、緊急速報等メール／防災アプリ／防災ラジオ／SNS（LINE・X 等）／ 

デジタルサイネージ（公衆トイレサイネージ）等 

 ※地域災害情報システム（EYE-Bousai）が障害等の際の冗長化として提案 

関連施設・協力組織等

一次・二次避難所・福祉避難所

市関連施設

消防署・警察署

町会・自治会

ライフライン・輸送機関

医師会ほか主要病院

保育園・幼稚園・福祉施設

職員・住民等

メール・
画像／動画

通話 等

移動系
システム

携帯端末

１ 情 報 収 集

市新庁舎（イメージ）

情報の集約・登録

分析結果・緊急情報配信

移動系システム
（トランシーバー等）

高所・防災カメラシステム

気象観測システム
震度計システム

その他
SNS情報

情報配信連携

携帯端末
・衛星電話
・スマートフォン

同報系防災行政無線
操作卓

防災情報システム 大型モニタ、
スピーカー等

住民自宅等

TV/CATV

PC（電子ﾒｰﾙ･ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)

一次・二次避難所（学校）等

屋外・屋内（住民・避難所・関連施設等）

同報系防災行政無線
（戸別受信機）

同報系防災行政無線
（スピーカー）

（屋内）

（屋外）

・電子メール
（メールマガジン・エリアメール等）

・防災アプリ
・防災ポータルサイト
・SNS等への情報配信

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ
（電子ﾒｰﾙ･ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)

（屋内）

２ 情報管理・共有・分析

３ 情 報 配 信

（タブレットPC端末等）

・収集した情報の
管理・分析

・災対本部、庁内
の情報共有

ボトル
ネック

ボトル
ネック



 

●移動系 

  区内各所からの情報収集及び避難所、医療・福祉施設、警察・消防、インフラ事業者等との情報収集の

他、情報共有、配信も担います。 

（１）災害現場や避難所、関係各所等と災害対策本部間のリアルタイム通信（音声主体） 

（２）職員及び関連機関への一斉伝達（音声主体） 

（３）IP 網との連携により、音声の他、テキスト情報、画像や動画連携が可能 

 

２．情報フローの設計について 

●同報系 

 同報系では一刻も早く、様々な情報伝達（配信）手段を使用することで、少しでも多くの方に情報の提供を

速やかに行うことが必要となります。以下のポイントを提案とし、情報フローの設計を行います。 

（１）一斉情報配信 

防災行政無線の操作卓で 1 度文章を入力（録音）すれば、自動的に「各種メール」「公式 LINE」「防災

アプリ」「X（旧Twitter）」「防災ポータルサイト」等へ一括連携・配信されるシステム（J-ALERTとの連動

を含む）を情報フロー内に提案します。 

災害初期の混乱時、職員がツールごとに別々に投稿する手間を省き、タイムラグと誤入力を防ぎます。 

（２）AI の活用 

情報の起案段階（入力画面）で、AI が自動的に「やさしい日本語」へ変換し、ルビ（ふりがな）を振るアシ

スト機能をシステムに組み込むことを情報フロー内で提案します。 

緊迫した状況下でも、職員が意識することなく外国人や高齢者に伝わりやすい文章を生成し、そのまま

屋外スピーカーや SNS へ即時配信できるようにします。 

（３）地域災害情報システム（EYE-Bousai）機能冗長化 

   地域災害情報システムが障害等により連携不能に陥った際でも、一斉情報配信機能を冗長化す

ることにより区民等に対する各種情報提供を速やかに行えるよう情報フロー内で提案します。 

 

●移動系 

移動系では、区内各所からの情報収集及び避難所、医療・福祉施設、警察・消防、インフラ事業者等との

情報収集の他、情報共有、配信等幅広い用途が想定されるため、通信基盤の冗長化が必要と考えます。以

下のポイントを提案とし、情報フローの設計を行います。 

（１）通信基盤の冗長化 

   自営無線(260MHz移動系無線)と携帯電話網（IP通信）の統合も検討を行い、災害時の情報伝達基

盤として情報フロー内で提案します。 

（２）データ活用 

   携帯型、可搬型、車載型の位置情報（GIS）をデータとして共有することにより、災害現場確認指示等を

的確に行うため情報フロー内に提案します。また、音声・FAX が主体だった情報フローからテキストや画

像データ等を扱え、より具体的な状況確認、指示が行えるよう情報フロー内で提案します。 

 

※同報系・移動系の各情報フローを「補足資料⑨」として提示 

 

※ 印刷はＡ４サイズとしてください。文字のサイズは原則として 11 ポイント以上とします。 



（様式９） 

企画提案書③ 

３ 新たな防災行政無線システムの運用計画の実現性 

新たな防災行政無線システム整備の運用計画を提案してください。 

【主な評価項目：更新後運用設計、運用実現性】 

１．更新後の運用設計（運用の実現性）について 

●共通事項 

  下記の運用方針に基づいて設計を行うことにより、区に最適な防災行政無線の運用を実現します。 

（１）堅牢性 

 ・ 主要機器部（基地局設備等）は、二重化することにより障害発生時等には自動切替 

（２）冗長性 

 ・ 自営無線網の他、民営無線網（携帯電話網）の活用により、通信途絶の回避 

 ・ 既設本庁舎～各総合支所間、衛星通信網（Starlink）の活用により、地上通信網障害等による通信途

絶の回避 

（３）柔軟性 

 ・ タブレット型操作卓を導入することで、本庁舎以外でも最低限の統制機能による運用が可能 

（４）操作性 

 ・ 日常的に利用しているタブレット端末やスマートフォン等の液晶画面によるタッチ操作を操作卓や端末

に取り入れることで、感覚的な操作が可能（要基本操作研修） 

（５）経済性 

 ・ 既設設備（鋼管柱等）や省スペース化（操作卓等）の実施 

 ・ 他自治体調査等による保守・定期点検の明確化と標準化、消耗品（蓄電池等）の長寿命製品導入によ

るランニングコスト削減 

 

●同報系 

同報系では、共通事項の他、具体的に以下の運用検討を行います。 

（１）サーバ型操作卓による省スペース化及び分散操作 

（２）遠隔地からの統制機能運用の実現 

（３）複数副局拠点での代替運用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出先・総合支所他

無線室

PC・タブレット

無線室

業務計画管理

避難判断支援 高機能地図

１．PC・タブレットで遠隔から放送

２．柔軟なシステム連携

３．地図表示盤の高度化

４．省スペース化

５．音声合成の高性能化

６．NTT専用線終了への備え

新型操作卓（サーバ型）の
導入メリット

従来型操作卓

新型操作卓（サーバ型）

操作性・柔軟性の向上



●移動系 

移動系では、共通事項の他、具体的に以下の運用検討を行います。 

（１）自営 260MHz 移動無線の他、民営エアマルチトーク(IP 通信)と連携する双方向通信 

（２）各施設の用途の再検討と導入端末の検討（音声・テキスト・画像データ等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 印刷はＡ４サイズとしてください。文字のサイズは原則として 11 ポイント以上とします。 



（様式 10） 

企画提案書④ 

４ 事業計画（スケジュール及び概算費用）の妥当性 

  整備完了までの事業計画（スケジュール）と、設計及び整備の概算費用を提案してください。 

【主な評価項目：工程妥当性、費用妥当性】 

１．整備工程の妥当性について 

●共通事項 

基本設計から更新整備に掛けて、大きく３期に分けて策定します。 

第 1 期 基本設計（令和 8 年度） 

・ 調査検討／整備方針検討／基本計画／基本設計 各業務 

第 2 期 実施設計（令和 9 年度） 

・ 現地調査／電波伝搬調査／機器等選定／移行計画／図面・積算・仕様書 各業務 

第 3 期：整備期間（令和１０，11 年度） 

・ 業者選定／整備工事／施工監理／工場・完了検査／操作等研修 各業務 

   ※同報系・移動系各整備工程表案を「補足資料⑩」として提示 

 

２．整備費用の妥当性について 

●共通事項 

概算費用は基本設計から更新整備の他、保守運用費用含めた４期に分けて策定します。 

第 1 期 基本設計（令和 8 年度） 

・ 調査検討／整備方針検討／基本計画／基本設計 各費用 

第 2 期 実施設計（令和 9 年度） 

・ 現地調査／電波伝搬調査／機器等選定／移行計画／図面・積算・仕様書 各費用 

第 3 期 整備期間（令和１０，11 年度） 

・ 業者選定／整備工事／施工監理／工場・完了検査／操作等研修 各費用 

第 4 期 保守運用期間（令和 12 年度以降） 

・ 定期点検／保守／電波（回線）利用費／消耗品サイクル費用／他コスト 各費用 

 

●基本設計費用 

・ ￥１７，７６５，０００.-（税込） ※詳細【様式１１】見積書を参照願います。 

 

●実施設計概算費用 

 ・ ￥２６，５９４，１７２.-（税込） ※「補足資料⑪」として詳細提示 

 

●整備期間概算費用（施工監理費含） 

 ・ 現時点では複数パターンでの整備が想定されるため、以下の条件にて算出しています。 

同報系：QPSK 方式による現状程度の更新整備費／移動系：TDMA 方式による現状程度の更新

整備費にて算出。但し、両システムとも、IP 無線網との接続可能としています。 

・ 同報系：￥1，551，000，000.-（税込）  ※各費用とも「補足資料⑫」として詳細提示 

・ 移動系：  ￥382，800，000.-（税込）  

・ 監理費：   ￥26，400，000.-（税込） 



●保守運用期間概算費用 

（１）定期点検、保守費用 

・ 整備規模から他自治体の費用及び点検保守項目から仕様を作成し、整備事業者提示うえ見積書を取

得、検討。 

（２）電波（回線）利用料 

・ 自営回線については、総務省（総合通信局）への電波利用料の支払いは、同報系、移動系の各局数に

基づき算出。 

 ・ 民営回線（携帯電話網等）については、使用端末台数に対して各社規定に基づき算出。 

（３）消耗品サイクル費用 

 ・ 同報系屋外拡声子局に高性能バッテリの採用を検討。10 年で 1,500 万円程度削減可能。 

 

 ・ その他 15 年の整備サイクルで更新が必要なる鋼管柱や、戸別受信機、各端末（特に移動系）について

次回整備までの費用算出。 

（４）他コスト 

 ・ ソフトウェア使用料、ライセンス費用等、システム構成・規模に基づき算出。 

 

●設計及び各費用算出に際して（公平性・中立性の担保） 

  当財団では、本業務の実施においては、防災行政無線メーカー、連携が想定される回線事業者、先進技

術提案事業者、他自治体様を含め、情報提供や見積取得等において幅広く連携・支援頂く必要があると

考えます。そのためには、経験・実績と共に、公平性・中立性が担保できる設計事業者による調査・検討・

設計が必要と捉えております。 

  国内８社の防災無線メーカー、及び多くの事業者と賛助会制度を通して公平で中立な関係を築いてきた

実績と、全国 400 以上の自治体様と防災分野で培った支援実績に基づき、貴区の本業務実施を力強く

支援いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 印刷はＡ４サイズとしてください。文字のサイズは原則として 11 ポイント以上とします。 


